
２ 変更事項の内容 

変更後 変更前 

２．地域産業資源の内容 

 当県において、その地域産業資源を活用した中小

企業による事業を促進する意義があると考えられる

資源は以下のとおりである。 

 なお、右欄に記載する「地域産業資源に係る地域」

とは、左欄資源を活用した地域産業資源活用事業と

して中小企業が商品の生産又は役務の提供を行うこ

とが想定されている地域を示したものである。 

（１）農林水産物 

名称 地域産業資源に係る地域 

白ネギ 
北栄町、琴浦町、日吉津村、大

山町、伯耆町、米子市、境港市 

富有柿 南部町、伯耆町 

 

（２）鉱工業品又は鉱工業の生産に係る技術 

名称 地域産業資源に係る地域 

大山友禅染 伯耆町 

金属製品 県全域 

布勢の湧水 鳥取市 

宇野地蔵ダキ 湯梨浜町 

地蔵滝の湧水 伯耆町 

 

（３）文化財、自然の風景地、温泉その他の地域の

観光資源 

名称 地域産業資源に係る地域 

布勢の清水（湧水

地） 

鳥取市 

宇野地蔵ダキ 湯梨浜町 

地蔵滝の泉（湧水

地） 

伯耆町 

福岡神社の蛸舞

式神事 

伯耆町 

 

３．当該地域産業資源を用いて行う地域産業資源活

用事業を促進することにより当該地域産業資源に
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による事業を促進する意義があると考えられる資源
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（１）農林水産物 

名称 地域産業資源に係る地域 

白ネギ 
北栄町、琴浦町、日吉津村、大

山町、米子市、境港市 

富有柿 南部町 

 

（２）鉱工業品又は鉱工業の生産に係る技術 

名称 地域産業資源に係る地域 

  

金属製品 米子市 

  

  

  

 

（３）文化財、自然の風景地、温泉その他の地域の

観光資源 

名称 地域産業資源に係る地域 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

３．当該地域産業資源を用いて行う地域産業資源活

用事業を促進することにより当該地域産業資源に



係る地域の経済の活性化を推進する方策 

（１）地域産業資源を活用した中小企業等に対する

施策 

施 策 名 内     容 

農商工連携

促進ファン

ド事業 

○ 農林漁業者と中小企業

者等が有機的な連携を

して行う取組に対し助

成金を交付する。 

地域産業プ

ロデューサ

ー活用支援

事業 

○ 地域のグループが、戦

略策定段階からプロデュ

ーサーと一体となって行

う地域の強み・弱み等を

調査・分析、事業可能性

や連携の必要性の検討等

を通じ、本格的・継続的

な地域産業振興の取組を

資金的、また、サポータ

ーによる助言等により支

援する。 

食のみやこ

鳥取県推進

事業 

○ 地元の農林水産物を使

用した加工品の開発及び販

路拡大並びに料理開発を支

援するとともに、ふるさと認

証食品をはじめとする県産

品の普及を進めることによ

り、地産地消の推進及び県産

品の消費拡大を図る。 

◇ アンテナショップでの情

報発信 

 大都市圏で鳥取県の物産

販売・飲食・マーケティン

グ・情報受発信等の機能を

有する「常設の拠点施設

（食のみやこ鳥取プラ

ザ）」として、東京都港区

新橋に設置、運営する。 

○ 世界経済の中心であ

係る地域の経済の活性化を推進する方策 

（１）地域産業資源を活用した中小企業等に対する

施策 

施 策 名 内     容 

 

 

 

 

首都圏アン

テナショッ

プ設置事業 

◇ アンテナショップの開設 

大都市圏で鳥取県の物産

販売・飲食・マーケティン

グ・情報受発信等の機能を

有する「常設の拠点施設」

として、東京都港区新橋に

鳥取県東京アンテナショ

ップを開設する。 



り、情報発信力のあるニュ

ーヨークにおいて、鳥取の

美味しく、安心・安全で魅

力ある食品をＰＲし、県内

企業へ販路開拓のチャンス

を提供することで打って出

る「食のみやこ鳥取県」を

推進する。（食のみやこ鳥

取県ｉｎニューヨーク推進

事業） 

◇ 物産展の開催 

首都圏で、鳥取県の特産

品、文化、観光、歴史等の

情報を発信することにより

本県のイメージアップを図

るとともに、特産品の消費

者ニーズの把握と販路拡大

を図る。 

◇ インターネット販売研修

会の開催 

インターネット販売の研

修会を実施し、ＩＴを活用

した商品販売を促進する。 

○ 産地が実需者と連携し

て行う商品開発や生産流

通体制等の課題解決を支

援し、多様なニーズに対

応できる産地の実現と農

家所得の向上を図る。（ア

グリビジネスモデル創出

支援事業） 

○ 鳥取県産農林水産物の

県外消費地向けの販路拡

大を図る。（おいしい鳥取

ＰＲ推進事業） 

○ 県産の食材を使用する

等一定の基準を満たした

とっとりの

逸品販路拡

大支援事業 

◇ 物産展の開催 

首都圏で、鳥取県の特産

品、文化、観光、歴史等の

情報を発信することによ

り本県のイメージアップ

を図るとともに、特産品の

消費者ニーズの把握と販

路拡大を図る。 

◇ インターネット販売研修

会の開催 

インターネット販売の研

修会を実施し、ＩＴを活用

した商品販売を促進する。 

おいしい鳥

取ＰＲ推進

事業 

○ 鳥取県産農林水産物の県

外消費地向けの販路拡大を

図る。 

食のみやこ

鳥取県推進

事業 

○ 地元の農林水産物を使

用した加工品の開発及び

販路拡大並びに料理開発

を支援するとともに、ふる

さと認証食品をはじめと

する県産品の普及を進め

ることにより、地産地消の

推進及び県産品の消費拡

大を図る。 

 

 

 

 

 



加工品を対象に認証する

「鳥取県ふるさと認証食

品」の普及、拡大を図ると

ともに、県産の食材を用い

た加工品開発と販路拡大

への支援を行う。（魅力あ

る商品・食づくり事業） 

支援機関の

連携強化 

○ 農商工等の産業間連携

をサポートする体制を県

内東中西の地区ごとに整

備（身近な相談窓口の明確

化等）し、個々のビジネス

コーディネートの支援を

行うとともに、取組によっ

てはプロジェクト化、専門

機関等と連携し、取組をサ

ポートする。 

【とっとり農商工こらぼネ

ット】 

《構成機関》県総合事務所

（県民局、農林局）、水産課 

商工会、商工会議所 

・専門機関をサポーターとし

て位置付け、取組毎に支援

体制を構築していく。 

・各地区で、構成機関の実務

担当者で構成する定例会

を開催し、情報共有、マッ

チング等を推進 

 

（２）関連する施策 

 

 

 

項  目 内     容 

経営革新の
○ 中小企業が競争力を強

め成長を続けていくため

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）関連する施策 

本県においては、中小企業による地域産業資

源を活用した事業を促進し、地域経済の活性化

を図るため、次の中小企業支援施策を実施する。 

項  目 内     容 

経営革新の
○ 中小企業が競争力を強

め成長を続けていくため



促進 には、市場の変化をいち早

くつかみ、それに適合した

新商品の開発及び新サー

ビスを提供することが重

要であることから、地場企

業が取り組む経営革新の

実現を積極的に進める。

（経営革新支援補助金） 

○ 県内の中小企業者が新

たな製品及び技術の開発

による事業化を行うため

に、必要な調査研究、技術

開発等を行うために必要

な調査研究、技術開発等を

行うにあたり補助金を交

付する。（ものづくり事業

化応援補助金） 

デザイン、マ

ーケティン

グ力強化支

援 

○ 下請型の県内企業がデ

ザイン力やマーケティン

グ力を活用することによ

り、提案型・市場志向型の

企業として市場価値・評価

の高い商品づくりができ

るよう、企業内の意識啓

発、スキル向上に向けた支

援を行うとともに、実際の

商品開発に当たり、デザイ

ナーの活用及び製品評価

を踏まえた製品改良等へ

の取り組みを支援する。

（提案型企業へのステッ

プアップ支援事業） 

環境対策支

援 

○ 県内中小企業の地球温

暖化に対する意識を高め、

環境対策への取組を促進

するとともに、企業競争力

の強化を図ることを目的

促進 には、市場の変化をいち早

くつかみ、それに適合した

新商品の開発及び新サー

ビスを提供することが重

要であることから、地場企

業が取り組む経営革新の

実現を積極的に進める。

（経営革新支援補助金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 



として、企業が環境対策に

取り組む上で必要として

いる設備導入等に対する

支援を行う。 

事業拡大、立

地支援 

○ 企業立地を促進するた

め、鳥取県企業立地等事業

助成条例に基づき、工場等

の新増設企業に対し補助

金を交付する。（企業立地

事業補助金） 

○ 情報通信関連企業等の

立地を促進するため、鳥取

県企業立地等事業助成条

例に基づき、立地当初の借

室料、通信回線使用料の一

部を補助する。（情報通信

関連雇用事業補助金） 

支援機関の

機能強化 

（１）支援機関が連携したネ

ットワークの構築 

 各支援機関が実施して

いる支援状況や支援施策

の情報を共有し、連携した

企業支援や施策立案を行

うためのネットワークを

構築する。【とっとり企業

支援ネットワーク】 

○ 東・中・西部の各地区

単位で、支援機関で構成

するネットワークを構

築 

《構成機関》商工会、商工

会議所、中央会、産業

振興機構、産業技術セ

ンター、保証協会 

 

○ 各地区では、各機関の

実務担当者で構成する

  

支援機関の

機能強化 

（１）支援機関が連携したネ

ットワークの構築 

 各支援機関が実施して

いる支援状況や支援施策

の情報を共有し、連携した

企業支援や施策立案を行

うためのネットワークを

構築する。【とっとり企業

支援ネットワーク】 

○ 東・中・西部の各地区

単位で、支援機関で構成

するネットワークを構

築 

《構成機関》商工会、商工

会議所、中央会、産業

振興機構（産業技術セ

ンター、保証協会も予

定） 

○ 各地区では、各機関の

実務担当者で構成する

「支援機関連携会議」を

定例開催し、情報共有を

推進 

○ 支援案件に応じて、機

関が連携したチームを

随時編成して支援 

（２）経営相談窓口の充実 

○ 経営全般に係る相談

対応している商工会・商

工会議所において経営

革新計画等の新事業展

開支援も一体的に行う

ことで、身近な相談窓口



「支援機関連携会議」を

定例開催し、情報共有を

推進 

○ 支援案件に応じて、機

関が連携したチームを

随時編成して支援 

（２）経営相談窓口の充実 

○ 経営全般に係る相談

対応している商工会・商

工会議所において経営

革新計画等の新事業展

開支援も一体的に行う

ことで、身近な相談窓口

としての機能を強化す

る。 

○ 産業振興機構は、新製

品・新技術の事業化を目

指す企業に対して集中

的に支援。 
 

としての機能を強化す

る。 

○ 産業振興機構は、新製

品・新技術の事業化を目

指す企業に対して集中

的に支援。 

 

 


